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歳入歳出予算の総額は、被保険者数は減少するものの高額療養費や事業費納付金の伸び等を

見込み、前年度比４．７％増の約１９６億２，２０１万円を予算要求しております。 

予算要求に影響する被保険者の推計は、群馬県が納付金等算定システムにより国の示した推

計方法で算定していますが、被保険者は前年度比９７．０％の４万１，８１９人を見込んでい

ます。 

【歳入】 

（１）国民健康保険税は、団塊世代の後期高齢者移行などによる被保険者数の減少を見込んだ

結果としまして、令和５年度は３８億９，６２０万円を見込んでいますが、このうち、現年分

は約６，４４１万円減の３６億８，７３０万円、滞納繰越分は１，９２０万円減の２億８９０

万円と見込んでいます。

（２）国庫支出金は、平成３０年度からの制度改正に伴い県支出金の普通交付金に含まれる形

に変更となったため、存目として計上した１，０００円に加え、令和５年度は出産育児一時金

の増額に係る国庫補助（支給１件当たり５，０００円）を見込み、約１０５万円となります。

（３）県支出金は、歳出の出産、葬祭費を除く保険給付費に対する交付金等が含まれたものと

なっていますが、６．３％増の約１３６億２，６２４万円となります。

（４）繰入金は、基金繰入金の増により７．８％増の約２０億４，８３１万円となります。

（５）その他の収入は、前年度とほぼ同額の４，０２０万円となります。

【歳出】 

（１）総務費は一般会計からの繰入対象となりますが、物価上昇による影響や次期国保業務シ

ステムへの切替準備のための費用などにより前年度比１．６％増の約３億１，５１３万円とな

ります。

（２）保険給付費は、被保険者数は減少するものの、１人当たり医療費が高めに伸びているこ

とから、６．３％増の約１３３億５，１１３万円となります。

（３）県に納付しなければならない国民健康保険事業費納付金は、約５７億１，４７８万円と

なります。

（４）共同事業拠出金は、年金情報リスト作成費用で１万円となります。

（５）保健事業費は、３.４％減の約１億８，３８１万円となります。

（６）その他の支出は、前年度とほぼ同額の約２，７１４万円となります。

（７）予備費は、前年度と同額の３，０００万円となります。

なお、次の３ページにつきましては、歳入歳出の項目の内容を解説しているものとなります。 
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歳入・歳出合計

（4）保険給付費：歳出 （2）国・県支出金：歳入

（1）国民健康保険税：歳入

（3）繰入金(一般会計・基金)：歳入

（5）国民健康保険事業費納付金

主な歳入・歳出当初予算額の推移 
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【歳入】 

（１）国民健康保険税（緑色）は、被保険者数の減少により減少傾向にあります。

（２）国・県からの支出金（紫色）は、これまで直接市町村に交付となっていた国支出金や前

期高齢者交付金等は県の歳入となり、出産・葬祭費を除く保険給付費が県支出金として交付さ

れているため、保険給付費の動きとほぼ同様な推移となっています。

（３）一般会計や基金からの繰入金（水色）は、令和５年度は基金繰入金が増えたことにより

やや増加しております。

令和５年度の当初予算においては、予算編成上の歳入歳出差引不足額が約４億７，９５９万

円となっており、基金繰入金を活用して対応する予定となります。なお、基金保有額について

は令和５年３月議会に提出する令和４年度補正予算により積立を予定しており、令和５年度当

初の基金保有予定額は約１２億７，８００万円に増加する見込みです。 

【歳出】 

（４）保険給付費（黄色）は、被保険者数の減少や新型コロナウイルス流行に伴う受診控えに

よる影響等により減少傾向にありましたが、医療の高度化に加え、受診控えの反動により１人

当たりの費用は増えていることから、増加しております。

（５）平成３０年度から国民健康保険事業費納付金（赤色）が新設となりました。国民健康保

険事業費納付金につきましては、県が算定した県内の保険税必要額を市町村ごとの医療費水準

と所得水準等で按分して決定されます。

また、この予算要求額等の資料についてですが、２月の予算内示まで変更される場合があり、

予算内示の段階で記者発表となるまで非公表の取扱いとなりますので、御配慮いただきたく、

お願い申し上げます。 
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報告事項２ 国民健康保険税の課税限度額及び低所得者に係る国民健康保険

税の軽減判定所得の見直しについて 

概要 

令和５年度税制改正に伴い、伊勢崎市国民健康保険税条例の一部を改正し、令和５年度分以降

の国民健康保険税について、後期高齢者支援金分課税額に係る課税限度額、及び低所得者に係る

減額の対象となる所得基準を見直すもの。 

（１）後期高齢者支援金分に係る課税限度額を、現行の２０万円から２２万円に引き上げる。

※医療分に係る課税限度額は６５万円、介護納付金分に係る課税限度額は１７万円で、い

ずれも据え置きで改正なし。 

（２）減額の対象となる所得基準について、次のとおりとする。

① ５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者等の数に乗ずべき

金額を、現行の２８万５千円から２９万円に引き上げる。 

② ２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者等の数に乗ずべき

金額を、現行の５２万円から５３万５千円に引き上げる。 

趣旨説明 

国民健康保険税には、前年所得に応じて課税される所得割額があり、所得の多い方は負担能力

に応じて税額も高くなる仕組みとなっています。ただし、際限なく課税されるものではなく、被

保険者の納付意欲に与える影響や制度・事業の円滑な運営を確保する観点から、課税の上限額が

決められています。現行の課税限度額は、医療分が６５万円、後期高齢者支援金分が２０万円、

介護納付金分が１７万円、合計で１０２万円となっています。この課税限度額については、被用

者保険の仕組みとのバランスを考慮しながら、段階的に引き上げることとされています。 

今回の改正は、高齢化等により医療給付費等が増加する中で、保険税負担の公平を図る観点か

ら国の審議会等で検討されたもので、令和５年度の税制改正において、後期高齢者支援金分を２

万円引き上げて２２万円とすることが示され、地方税法施行令の一部改正が予定されています。

なお、医療分及び介護納付金分の課税限度額についてはそれぞれ６５万円、１７万円のまま据え

置きとなります。 

また国民健康保険においては、低所得世帯に対する保険税負担を軽減するため、［世帯主と国民

健康保険被保険者等の総所得］が［所定の基準額］以下の場合に、均等割額及び平等割額につい

て、７割・５割・２割を軽減しています。軽減判定の基準となる金額については、例年、消費者物

価など経済動向を踏まえて見直すこととなっており、今回の改正では、被保険者数に応じた基準

額の算定部分について、５割軽減の判定では２８万５千円から２９万円に、２割軽減の判定では

５２万円から５３万５千円に、それぞれ軽減の対象となる範囲を拡大します。軽減基準額の算定

方法は、次のとおりです。 
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【７割軽減基準額】 

現行：基礎控除額４３万円＋１０万円×（給与所得者等の数－１） 

改正なし 

【５割軽減基準額】 

現行：基礎控除額４３万円＋２８万５千円×被保険者数＋１０万円×（給与所得者等の数－１） 

改正：基礎控除額４３万円＋２９万円  ×被保険者数＋１０万円×（給与所得者等の数－１） 

【２割軽減基準額】 

現行：基礎控除額４３万円＋５２万円  ×被保険者数＋１０万円×（給与所得者等の数－１） 

改正：基礎控除額４３万円＋５３万５千円×被保険者数＋１０万円×（給与所得者等の数－１） 

※ 下線が今回の改正部分

※ 給与所得者等＝世帯主（納税義務者）及び同じ世帯の被保険者のうち、給与収入５５万円超

及び 公的年金等の支給が６０万円超（６５歳未満）または１１０万円超（６５歳以上）の者

※ 被保険者には、同じ世帯の中で、国民健康保険から後期高齢者医療に移行した者を含む

課税限度額及び減額の対象となる所得基準に係る条例改正は、地方税法施行令の改正に合わせ

て行いますが、地方税法施行令は３月末に改正される予定であり、伊勢崎市議会定例会において

議決いただく時間的な余裕がないことから、市長の専決処分により対応する予定です。 

出典：厚生労働省報道発表資料「令和５年度 税制改正の概要（厚生労働省関係）」 
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報告事項３ 新型コロナウイルス感染症に感染するなどした被用者への傷病手当金制

度の対象期間延長について 

改正理由及び概要説明 

「新型コロナウイルス感染症に感染するなどした被用者への傷病手当金制度の対象期間延長について」ご

説明いたします。 

参考資料は９ページから１１ページとなります。 

新型コロナウイルス感染症に感染するなどした被用者への傷病手当金の支給については、令和２年６月に

伊勢崎市国民健康保険条例等を一部改正し、令和２年度第１回国保運営協議会が書面開催された中でご報告

しましたが、その後、令和５年３月３１日まで対象期間が延長されましたのでご報告いたします。 

- 8 -



伊勢崎市国民健康保険に加入されている方へ

新型コロナウイルス感染症の影響により次の要件を満たす方に

傷病手当金が支給されます

支給対象となる方
●事業主から給与の支払いを受けている（被用者である）
●新型コロナウイルス感染症に感染または感染の疑いにより
療養のため就労できなかった期間がある

●該当の期間中に就労を予定していた日があり給与の全部又は一部の支給が受けられなかった

支給対象となる日数
●対象期間※において、就労ができなくなった連続する３日間（待期期間）を除いた４日目
以降就労を予定していた日（最長１年６か月）
※対象期間については国民健康保険課または各支所市民サービス課へお問い合わせ
いただくか、ホームページでご確認ください。

詳細につきましては下記までお問い合わせください

伊勢崎市 国民健康保険課 給付係

電話：0270-27-2737

支給金額
支給金額＝１日当たりの支給額×支給対象となる日数

※１日当たりの支給額＝ ×
直近３か月の給与収入合計 ２
直近３か月の就労日数合計 ３

申請方法
郵送または窓口で申請できます。（傷病手当金の請求権の消滅時効は２年間です。）

【窓口で申請する場合】
必要なもの
●申請書（世帯主記入用）
●申請書（被保険者記入用）
●申請書（事業主記入用）
●世帯主の通帳
●窓口に来る方の顔写真付き本人確認書類
●被保険者の保険証

支給には審査があります。審査によって不支給となる場合も
ありますのでご了承のうえ申請をお願いいたします。

※１日当たり支給額上限30,887円

送付先
〒３７２－８５０１
群馬県伊勢崎市今泉町二丁目４１０番地
伊勢崎市役所国民健康保険課 給付係

受付窓口
市役所本館３番窓口（国民健康保険課）
または各支所の市民サービス課

【郵送で申請する場合】
必要書類
●申請書（世帯主記入用）
●申請書（被保険者記入用）
●申請書（事業主記入用）
●世帯主の通帳のコピー（振込先の分かる部分）
●世帯主の顔写真付き本人確認書類のコピー
●被保険者の保険証のコピー

裏面もご覧ください市ホームページはこちら➤
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問い合わせ先
〒３７２－８５０１ 伊勢崎市今泉町二丁目４１０番地
伊勢崎市 国民健康保険課 給付係 電話：0270-27-2737

④支給決定通知書をご確認ください
※支給の場合、原則翌月末に世帯主の口座に振り込みされます。

申請の流れ

①伊勢崎市国民健康保険課給付係までご連絡ください
0270-27-2737（直通）

概要をご説明後、申請書を送付いたし
ます。
なお、申請書は伊勢崎市ホームページ
からご自身でダウンロードすることも
できます。

②申請書をそろえてください
※「事業主記入用の申請書」とあわせて「被保険者記入用の申請書」に事業主からの証明が必要です。

③郵送もしくは国民健康保険課（または各支所市民サー
ビス課）窓口で申請してください
※郵送の場合は、申請に必要なもののうち「振込先口座の確認書類」や「本人確認書類（顔写真付き
本人確認書類）」、「保険証」はコピーを添えて送付してください。

審査ののち支給額や振込日などを記載
した支給決定通知書を送付いたします。
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伊勢崎市の国民健康保険に加入している（令和２

年１月１日から令和５年３月３１日まで加入して

いた期間がある）。

本市の国保加入期間中、被用者（事業主から雇わ

れ、給与等を受けていた方）だった期間がある。

新型コロナウイルス感染症に感染または発熱等

の症状があり感染が疑われ、療養のためお仕事

をお休みしていた期間が連続して３日（待期期

間）を超えている。

お仕事をお休みしていた期間に、給与等の支払い

を受けていない。または減額され支払われた。

傷病手当金の請求権の消滅時効は２年間です。

申請には以下の書類が必要です。

① 傷病手当金支給申請書（世帯主記入用）

② 傷病手当金支給申請書（被保険者記入用）（注）

③ 傷病手当金支給申請書（事業主記入用）

（注）②支給申請書（被保険者記入用）の下部「事業主記入欄」に事業主の証明が必要です。

対象外
※加入している保険にお問い合わ

せしてください。

対象外
※被用者の方が対象となります。

対象外
※待期期間後の４日目以降から支給

の対象となります。

対象外
※給与等の支払いを受けている場

合は支給対象外となります。

※ただし給与等の日額が傷病手当

金の日額より少ない場合、その差

額が支給されます。

下線部に該当の場合

はい

はい

はい

はい

いいえ

いいえ

いいえ

いいえ

傷病手当金制度の支給対象判断チャート

傷病手当金の支給対象となる可能性があります。

事前に国民健康保険課へご連絡ください。

電話番号０２７０-２７-２７３７（給付係直通）
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